
（債務保証勘定）

1. 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

当期償却額

投資有価証券 5,092,612,742 1,395,371 2,094,409,779 2,999,598,334 - - 2,999,598,334 （注１）（注２）

計 5,092,612,742 1,395,371 2,094,409,779 2,999,598,334 - - 2,999,598,334

（注１）当期増加額は、償却原価法（定額法）による金利調整差額の償却額であります。

（注２）当期減少額は、一年基準により投資有価証券を有価証券に振替えたものであります。

２．有価証券の明細

（１）　流動資産として計上された有価証券

（単位:円）

利付国債（１０年）第３１１回 112,677,950 113,000,000 112,982,534 0

大阪府公募公債第３４１回 498,461,980 500,000,000 499,936,810 0

大阪府公募公債第３４２回 180,533,080 182,000,000 181,926,915 0

大阪府公募公債第３４３回 193,068,000 200,000,000 199,583,052 0

大阪府公募公債第３４４回 599,726,000 600,000,000 599,980,468 0

300,000,000 300,000,000 300,000,000 0

200,000,000 200,000,000 200,000,000 0

2,084,467,010 2,095,000,000 2,094,409,779 0

附    属    明    細    書

減価償却累計額
差引当期末残高 摘要当期減少額資産の種類 期首残高 当期増加額 期末残高

投資その他の
資　　　　産

満期保有
目的債券

貸借対照表
計上額合計

種類及び銘柄

計

い　第７８９号　利付商工債

い　第７９０号　利付商工債

摘　　要取得価額 券面総額
貸借対照表
計　上　額

当期費用に含ま
れた評価差額

2,094,409,779



（２）　投資その他の資産として計上された有価証券

（単位:円）

信金中金債券第３１９回 100,000,000 100,000,000 100,000,000 0

信金中金債券第３２０回 999,590,000 1,000,000,000 999,797,515 0

信金中金債券第３２１回 400,000,000 400,000,000 400,000,000 0

い　第７９１号　利付商工債 1,200,000,000 1,200,000,000 1,200,000,000 0

299,607,000 300,000,000 299,800,819 0

2,999,197,000 3,000,000,000 2,999,598,334 0

３．引当金の明細
（単位:円）

目的使用 その他

1,784,852 1,834,645 1,784,852 0 1,834,645

1,784,852 1,834,645 1,784,852 0 1,834,645

４．退職給付引当金の明細

（単位:円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

12,356 6,115 0 18,471

12,356 6,115 0 18,471

12,356 6,115 0 18,471

2,999,598,334

取得価額 券面総額

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

摘　　要

期末残高

種類及び銘柄
当期費用に含ま
れた評価差額

摘　　　要区　　　分

賞与引当金

計

退職給付債務合計額

貸借対照表
計上額合計

計

区　　　分

貸借対照表
計　上　額

期首残高 当期増加額
当期減少額

満期保有
目的債券

い　第７９４号　利付商工債



５．　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(35) - - -

264 - - -

(131) - - -

18,476 - - -

(166) - - -

18,741 - - -

※　上記支給額については、専任及び共通経費を按分した金額を記載しております。

※　支給人員は、法人単位附属明細書に年間平均支給人員を記載しております。

※　役員における（　）は非常勤役員、職員における（　）は有期雇用職員であり、外数で記載しております。

※　役員に対する報酬等については､国立研究開発法人情報通信研究機構役員報酬規程及び国立研究開発法人情報通信研究機構役員退職手当規程により支給し､概要は法人単位附属明細書に

　　記載しております。

※　職員に対する給与等については、国立研究開発法人情報通信研究機構パーマネント職員給与規程、有期雇用職員（長時間）等給与規程、有期雇用職員（短時間）等給与規程、国立研究

　　開発法人情報通信研究機構パーマネント職員退職手当規程により支給し、概要は法人単位附属明細書に記載しております。

報酬又は給与 退職手当

合　　計

役　員

職　員

区　　分



６．主な資産･負債の内容 　

  （１）資産の部　　現金及び預金

（単位:円）

  （２）負債の部　　未払金

相手先別内訳 （単位:円）

金額

(株)両備システムズ

(株)ＳＴＮｅｔ

キッセイコムテック(株)

共立コンピューターサービス(株)

(株)横須賀テレコムリサーチパーク

その他

10,000,000

10,000,000

8,188,000

8,077,000

7,334,000

29,166,065

相手先

870,536,109

種　　別

普通預金

計

金　　額

870,536,109

計 72,765,065




